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 部 局 名   

都 市 整 備 部  

 

 

 

 



 

 －総括１－  

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

 

  【埼玉県県営住宅事業特別会計】 

 

  【参考 公共事業の予算】 

 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 

 １ 個性と魅力ある元気な都市づくり 

  Ｐ １     つくばエクスプレス沿線地域整備の推進 

【市街地整備課】      ３，２９２，７７１ 

  Ｐ ２ 新規 効率的な物流の在り方検討【都市計画課】           ３７，１４９ 

  Ｐ ３ 新規 さいたまスーパーアリーナ・けやきひろば魅力アップ改修 

【都市整備政策課】    １，２２３，０５３ 

  Ｐ ４ 新規 熊谷スポーツ文化公園ラグビー場の改修（ラグビーW杯2019に向けた開催準備） 

【公園スタジアム課】     ４２６，２８５ 

  Ｐ ５ 新規 東京五輪に向けた埼玉スタジアム２ＯＯ２の施設改修 

【公園スタジアム課】   １，０９１，８６８ 

 

 ２ 住みやすく人と環境にやさしい都市づくり 

  Ｐ ６    県営公園整備の推進【公園スタジアム課】        １，８９６，１６６ 

  Ｐ ７    新たな森づくりの推進【公園スタジアム課】          ８７３，０１１ 

Ｐ ８    既存県営住宅のバリアフリー化の推進【住宅課】        ２５７，３２４ 

  Ｐ ９    共助による高齢化団地活性化の推進【住宅課】         １９，７６５ 

  Ｐ１０ 新規 多子世帯等への住宅支援【住宅課】              ８６，１００ 

 

 

 

区分 平成２７年度 平成２６年度 伸び率 

予算総額 ２４,７４２,８５８千円  １８,５７２,２４８千円 ３３.２％ 

一般会計構成比 １.４% １.１% － 

予算総額 １３,７１６,４９６千円 １４,３７７,４６６千円 △４.６％ 

事業名 平成２７年度予算(千円) 平成２６年度予算(千円)    増    減  (千円) 伸び率 

土地区画整理（補助）      １，２１９，９５０      １，３８３，０００ △ １６３，０５０  △１１.８% 

公園（補助）        ９２４，４９５      １，０４６，５００ △ １２２，００５  △１１.７% 

合 計     ２，１４４，４４５     ２，４２９，５００ △ ２８５，０５５  △１１.７% 



 

 －総括２－  

 

 

 

 ３ 誰もが安心して暮らせる都市づくり 

    Ｐ１２    民間建築物の耐震化の促進（制度拡充）【建築安全課】      ４３１，５９１ 

   Ｐ１３      市街地整備事業の促進【市街地整備課】         ２，３３６，４３８ 

  Ｐ１４      住まいのセーフティネット・県営住宅の整備【住宅課】  ２，７５３，４６１ 

  Ｐ１５一部新 市町村と連携した空き家・老朽マンション対策【建築安全課・住宅課】 ３，５７８ 
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つくばエクスプレス沿線地域整備の推進 

 

                                     担当 市街地整備課 

                             八潮新都市等整備担当 

                                     内線  ５３７８ 

 

１ 目 的 

つくばエクスプレス沿線地域において、住工混在を解消し良好な住宅地の供給を図り、

地域の活性化に寄与する。 

 

２ 事業の内容 

つくばエクスプレスの開通に伴い、新駅周辺地域の都市基盤整備と良好な住宅地の供

給を図り「活力と魅力あるまちづくり」を推進するため、県が施行面積９９．１ヘクタ

ールの土地区画整理事業を実施している。 

 

  平成２７年度の八潮南部西地区の主な事業 

   ・八潮駅へのアクセス道路等の築造工事 

  ・宅地の整備工事 

  ・調整池の掘削工事 

  ・建物移転補償 

  ・保留地の販売 

 

３ 平成２７年度予算額   ３，２９２，７７１千円  

 

八潮南部西地区

八潮駅

至 秋葉原駅

つくばエクスプレス八潮駅 

（秋葉原駅から最速１７分） 



新 規 
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効率的な物流の在り方検討  

 

担当 都市計画課 総務・企画担当 

     内線 ５３３８ 

 

１ 目 的 

県内企業の国際海上コンテナ物流の効率化に寄与するコンテナラウンドユースを推進

する取組を行う。 

 

２ 事業の内容 

 （１）効率的な物流の在り方検討 

   社会実験の結果を踏まえて、効果を検証するとともにインフラの必要性及び今後

の支援策等、効率的な物流の在り方を検討する。 

 

  （２）社会実験及び埼玉県コンテナラウンドユース推進協議会の運営 

 輸入企業と輸出企業のコンテナラウンドユース実績を県に報告する社会実験を

行い、通年の実証データを積み上げ、実態や課題を把握する。 

 荷主、陸運事業者、船会社等の多社異業種で構成する推進協議会を運営し、コン

テナラウンドユースを推進するための情報・意見交換を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   ３７，１４９千円 

 

 コンテナラウンドユースとは、輸入で使用したコンテナから貨物を降ろ

した後、空
から

になったコンテナを港に返却することなく輸出で使用する効率

的な物流手法 カラ 
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さいたまスーパーアリーナ・けやきひろば魅力アップ改修  

 

担当 都市整備政策課 新都心事業調整担当 

 内線 ５６８２ 

 

１ 目 的 

 さいたま新都心の中核施設である「さいたまスーパーアリーナ」及び「けやきひろば」

の改修を行い、施設の魅力や機能の向上を図ることにより、一層のにぎわいを創出する。 

 

２ 事業の内容 

  さいたま新都心への来訪者の利便性の向上を図るため、トイレのリニューアルや大型

 映像装置の更新を行うとともに、経年劣化による漏水や老朽化に対する改修を中長期修

 繕計画に基づき実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   １，２２３，０５３千円

場所 主な内容 

さいたまスーパーアリーナ 大型映像装置改修、外壁改修等 

けやきひろば トイレリニューアル、起伏・段差解消、 

自動火災報知設備改修等 

大型映像装置改修 

さいたまスーパーアリーナ 

けやきひろば 

設置機能（予定） 

 ・トイレ（男子・女子・多目的・子供用） 

 ・授乳室、オムツ替えコーナー等 
リニューアル後（イメージ） 

現状 
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       熊谷スポーツ文化公園ラグビー場の改修 
（ラグビーW杯2019に向けた開催準備）  

 

担当 公園スタジアム課 公園計画・事業担当 

内線 ５３９９ 

 

１ 目 的 

 熊谷ラグビー場は、ラグビーワールドカップ２０１９（平成３１年）の開催会場とし

て立候補している。 

 このため、平成３０年度までに、ワールドカップの開催に必要な諸施設の整備を行う。 

 また、大会後においても、日本有数のラグビー専用施設として、国際試合やトップリ

ーグを招致できる施設とする。 

 

２ 事業の内容 

 ・改修実施設計 

 ・更衣室や浴室等の改修 

 ・エレベ－タ－改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   ４２６，２８５千円 

改修イメージ 
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東京五輪に向けた埼玉スタジアム２ＯＯ２の施設改修  

 

               担当 公園スタジアム課 公園計画・事業担当 

               内線 ５４１１ 

 

１ 目 的 

 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック開催（平成３２年）を見据え、最高の

状態で大会運営ができるよう、施設の修繕を行う。 

 

２ 事業の内容 

 ・適正な維持管理を図るための中長期修繕計画に基づき行っている大規模な施設修

繕・更新を、前倒しで実施する。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   １，０９１，８６８千円
観客席更新 

【主な内容】 

 ・外壁修繕  ・スタンド改修 

 ・監視カメラ設備更新 ・附属建物修繕 
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県営公園整備の推進 
 

               担当 公園スタジアム課 公園計画・事業担当 

               内線 ５３９９ 

 

１ 目 的 

 都市環境の改善や人々のレクリエーションの場を提供し、都市生活にうるおいと安ら

ぎをもたらすとともに、災害時には避難場所、救援活動の拠点となる公園の整備を進め

る。 

 

２ 事業の内容 

 （１）公園の拡張整備 

計画的に整備を進め、３～５年の間に順次供用区域を拡張する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）開設公園の魅力アップ 

 開園 130 周年を迎える大宮公園や、こども動物自然公園において、動物舎の改修を

行う。 

 

３ 平成２７年度予算額   １，８９６，１６６千円

・用地買収、物件移転補償 
 
・平成２９年春一部供用開始 

① さきたま古墳公園 

・園路整備、園路橋実施設計 

・平成２９年春全部供用開始 

② 羽生水郷公園 

・３号公園トイレ整備、 
 ２号公園実施設計 
・平成２８年春３号公園供用開始 

⑤ 権現堂公園 

・大型休憩舎整備、 
 管理事務所整備 
・平成２７年春一部供用開始 

③ しらこばと公園 

・園路整備、トイレ整備、 
 展望台整備 
・平成２８年春全部供用開始 

④ まつぶし緑の丘公園 

①さきたま古墳公園 

②羽生水郷公園 

⑤権現堂公園 

③しらこばと公園 

④まつぶし緑の丘公園 
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新たな森づくりの推進  

 

               担当 公園スタジアム課 公園計画・事業担当 

               内線 ５４１１ 

 

１ 目 的 

 みどりの少ない都市部において、「みどり再生のシンボル」となる新たな森を創出す

る。 

 

２ 事業の内容 

  土地の造成工事を実施し、公園としての基盤整備を行う。 

 

   企業・団体、県民の参画で「みどりの再生」 

     

                            企業・団体、県民の参画で、 

                            「新たな森」を生み出し、 

                            育てていく。 

 

 

 

 

 

 

   「防災機能」を充実 

                           「防災活動拠点」として、 

                           救援物資の備蓄や集配機能、 

                            被災者等避難機能を 

                            充実させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   ８７３，０１１千円

平常時 

災害時 

臨時ヘリポート 

屋根付き広場 

(備蓄機能付) 

（パース、写真はイメージ） 
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既存県営住宅のバリアフリー化の推進  

 

担当 住宅課 住宅経営担当 

内線 ５５６９       

 

１ 目 的 

本格的な高齢社会の到来を踏まえ、県営住宅における高齢入居者等の円滑な移動を支

援するため、既存県営住宅のバリアフリー化を推進する。 

 

２ 事業の内容 

  エレベーターが無い既存県営住宅２団地にエレベーター設置の工事を行う。また、２

団地においてエレベーター設置に向けた設計を行う。 

  設置団地の概要 

   ・幸手上高野団地    (５階建て・１棟・２０戸)：工事 

   ・川越岸町やまぶき団地 (５階建て・１棟・２０戸)：工事 

   ・与野上落合団地    (５階建て・１棟・２５戸)：設計 

   ・越谷蒲生団地     (５階建て・１棟・３０戸)：設計 

 

 

エレベーター設置後のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   ２５７，３２４千円
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共助による高齢化団地活性化の推進 

 

                          担当 住宅課 住宅経営担当 

                          内線 ５５６９ 

 

１ 目 的 

  高齢化が進み団地活力が低下している県営住宅において共助によるコミュニティの活

性化を図る。 

 

２ 事業の内容 

  特別県営上尾シラコバト団地において学生や子育て世帯の入居により、団地居住者と

共に助け合いを進めるモデル事業を実施する。 

 ・ルームシェア用に改修（５戸）し、近隣大学等の学生に提供 

 ・建築系大学生が改修（５戸）し、子育て世帯の入居を促進 

 

３ 事業効果 

 ・学 生：シェアして安価に入居、貴重な就業体験、他大学との交流 

 ・入居者：新たに入居する学生や子育て世帯の参加により自治会活性化  

 ・ 県 ：高齢者への見守り効果、安定的な入居者の確保 

 

４ 上尾シラコバト団地の概要 

 ・場 所：上尾市上３６０他（ＪＲ北上尾駅徒歩２０分） 

 ・建 物：主に５階建て、３４棟８１０戸、昭和４２年入居開始 

 ・住 戸：３７㎡（２Ｋ）～４８㎡（３Ｋ） 

 

学生による改修状況（平成２６年度の実施状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 平成２７年度予算額   １９，７６５千円
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多子世帯等への住宅支援 
 

担当 住宅課 総務・民間住宅・ﾏﾝｼｮﾝ担当 

   住宅経営担当 

内線 ５５６３・５５６９ 

 

１ 多子世帯向け中古住宅取得・リフォーム支援（６８，１００千円） 

  多子世帯（１８歳未満の子が３人以上の世帯）の中古住宅取得、リフォームを民間と

の連携により支援し、子育てしやすい住環境の整備を図る。 

 

（１）事業の内容 

多子世帯が中古住宅を取得又はリフォームする場合に補助金を交付する。 

ア 対象住宅：中古戸建住宅（床面積１００㎡以上）であり、新耐震基準への適合な

どの要件を満たしているもの 

イ 補助対象：中古住宅の取得及びリフォームにかかる諸経費 

      （登記、住宅ローン、リフォーム瑕疵保険等に要する費用） 

ウ 補助金額：最大５０万円（住宅取得最大４０万円、リフォーム最大１０万円） 

エ 戸数（３年間）：住宅取得約５６０戸、リフォーム約３００戸 

 

（２）事業スキーム 

連携連携

多子世帯

地元
不動産業者
工務店等

金融機関１０社
（提携住宅ローン）

埼玉県

中

古

住

宅

の
取

得

と

リ
フ
ォ
ー
ム
へ
の
補
助
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２ 県営住宅を活用した子育て支援（１８，０００千円） 

子育て支援の充実を図るため、県営住宅の既存住宅を活用し多子世帯・子育て世代向

けに供給する。 

 

（１）事業の内容 

ア 多子世帯向け住宅改修工事（１０戸） 

比較的広い３ＤＫ等（６５㎡以上）の既存県営住宅を多子世帯向けに改修する。 

一つの部屋にある押入れを撤去して広げ、簡易間仕切りにより二つの部屋に改修

し、子供の成長に合わせて対応できる４ＤＫ等とする。  

         

 

※多子世帯への住宅支援として、上記事業のほか「建替えに併せた４ＤＫの整備  （８

戸）」、「隣り合う２戸をつなげ多子世帯に提供（１０戸）」に取り組む。 

 

イ 子育て支援民活リノベーション工事（５戸） 

特別県営住宅上尾シラコバト団地において民間事業者から提案を求め、子育て世

帯のライフスタイルに合った改修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   ８６，１００千円

 
改修前  

改修後  

子育て支援民活リノベーション工事イメージ 

和室 

押入

れ 

物入

れ 

洋室 

洋室 

１室 

３ＤＫ 

２室 

４ＤＫ 

簡易間仕切 

多子世帯向け住宅改修工事イメージ 
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民間建築物の耐震化の促進(制度拡充） 

 

担当 建築安全課 震災対策・構造指導担当 

内線 ５５２７ 

 

１ 目 的 

平成２７年度までに住宅・建築物の耐震化率を９０％にするため、民間建築物の耐震

化を促進する。 

平成３１年度までに震災時に救命救急や物資輸送等の要となる緊急輸送道路のネッ

トワークを確保するため、迂回路のない路線等の沿道建築物の耐震化を促進する。 

 

２ 事業の内容 

（１）住宅・建築物の耐震化の促進 （２２９，４６９千円） 

 「多数の者が利用する建築物」の耐震診断・改修工事費に対する助成 

 

 
 

   

 

 

 

 

    

   ※ さいたま市及び１１市（川越市、熊谷市、川口市、所沢市、春日部市、 

    狭山市、上尾市、草加市、越谷市、新座市、久喜市）を除く全域 

 

（２）緊急輸送道路閉塞建築物の耐震化の促進（制度拡充） （２０２，１２２千円） 

「最重要路線のうち迂回路のない路線沿道にある建築物」の改修工事費に対する助成 

を重点拡充（県所管分：限度額を撤廃、１１市所管分：制度新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
   ※ 川越市、熊谷市、川口市、所沢市、春日部市、狭山市、上尾市、草加市、越谷市、新座市及び久喜市 

 

３ 平成２７年度予算額   ４３１，５９１千円

助成区分 
県所管分※ 

補助率 限度額 

診断 
法律による義務化 

２／３ 
なし 

上記以外  300万円 

設計 ２／３ 設計・工事併せて

1,300万円  工事 ２３％ 

路線種別 助成 

区分 

県所管分 １１市※所管分 

 
迂回路 補助率 限度額 補助率 限度額 

最

重

要 

なし 
診断 10／10 1,000 万円 ２／３ 300 万円 

設計･工事 ２／３ なし ２／３ なし 

あり 
診断 10／10 1,000 万円 ２／３ 300 万円 

設計･工事 ２／３ 4,400 万円 
 

 

その他 
診断 ２／３   300 万円 １／３ 

市負担額かつ
150 万円以内 

設計･工事 ２／３ 4,400 万円   

阪神・淡路大震災 

出典：(財)消防科学総合センター 
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市街地整備事業の促進 

 

                担当 市街地整備課 区画整理・地域づくり支援担当 

                          企画・再開発担当 

                内線 ５３８１・５３８６ 

 

１ 目 的 

県民の安心・安全で快適な生活を確保するため、道路や公園等の都市基盤が未整備な

市街地を土地区画整理事業や市街地再開発事業により計画的に整備し、良好なまちを形

成する。 

 

２ 事業の内容 

  土地区画整理事業については、特に埼玉高速鉄道や圏央道に関連する地区等に「選択

と集中」の観点から事業の重点化を行い、効果的・効率的に事業を促進する。 

  また、市街地再開発事業については、鴻巣駅東口駅通り地区など２地区において、土

地の高度利用を図り、都市機能を更新する。 

 

 ・組合施行土地区画整理事業   川口市戸塚東部地区など６市８地区 

 ・公共団体施行土地区画整理事業 川口市石神西立野地区など６市８地区 

 ・市街地再開発事業       鴻巣市鴻巣駅東口駅通り地区・所沢市所沢東町地区 

 

  区画整理により整備が進む住宅地       市街地再開発による整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

                         <施行前>      <施行後・予想図> 

       川口市戸塚東部地区             鴻巣市鴻巣駅東口駅通り地区 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   ２，３３６，４３８千円 

（１）社会資本整備総合交付金（区画整理）事業費   １，２１９，９５０千円 

（２）公共団体区画整理事業県道整備費          ２５６，３２３千円 

（３）市街地再開発促進費補助              １９５，１６５千円 

（４）市街地再開発事業等公共施設管理者負担金      ６６５，０００千円

鴻巣駅 
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住まいのセーフティネット・県営住宅の整備 

 

担当 住宅課 住宅経営担当 

      内線 ５５６９ 

             

１ 目 的 

住まいのセーフティネットを確保するため、住宅に困窮する高齢者、子育て世帯など

が安心して住むことができる県営住宅を整備する。 

 

２ 事業の内容 

高度経済成長期に建設された県営住宅団地の老朽化が進んでいるため、計画的な建替

えを行う。   

平成２７年度 対 象 団 地 戸 数 

新 規 着 手 熊谷玉井団地（４期）、久喜青葉団地（２期） １３１戸 

継 続 事 業 本庄小島団地（２期）、入間霞川団地（３期）、 

行田門井団地（１期） 

２１２戸 

事 業 完 成 
大宮長山団地（５期）、熊谷玉井団地（３期）、 

久喜青葉団地（１期） 

２５６戸 

借 上 型    ６０戸 
 

熊谷玉井団地（３期・完成イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

３ 平成２７年度予算額   ２，７５３，４６１千円



一部新規 
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市町村と連携した空き家・老朽マンション対策 
                  

                 担当 建築安全課 企画担当 
                 内線 ５５２４ 

                 担当 住宅課 総務･民間住宅･ﾏﾝｼｮﾝ担当 
                 内線 ５５７３ 

１ 目 的 

 県内に立地する住宅約３２７万戸のうち、約３６万戸、１０．９％が空き家となって

おり、その数は増加傾向にある。 

 また、県内に約４１万戸ある分譲マンションでは、建築後３０年を経過するものが約

１１万戸となるなど、建物の老朽化、居住者の高齢化が進んでいる。 

 そこで、不良住宅ストックを防止し、良好な住環境を整備するため、市町村と連携し

て、空き家対策を進めるとともに老朽化した管理不全マンションの適正化を促進する。 

 

２ 事業の内容 

（１）空き家対策（４４７千円） 

 県、市町村、関係団体等による空き家対策連絡会議を開催して空き家対策の検討を行

い、相談窓口や空き家バンクを設置する市町村を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）老朽化した管理不全マンションの適正化（３，１３１千円） 

市町村と連携した実態調査等により老朽化した管理不全マンションを抽出し、特に支

援が必要と判断されるマンションを対象に、課題解決に適した専門家（埼玉県分譲マン

ションアドバイザー）を派遣することにより組合運営の改善に取り組む。 

管理不全マンションを適正化する成功事例を創り上げ、他市町村へ普及を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   ３，５７８千円 

 

ﾏﾝｼｮﾝ問題に積極
的な３市町村と連
携 

管理組合の実態調
査  

市町村と連携した 
実態調査 

 

 

ﾏﾝｼｮﾝの個別課題
を把握 

要支援ﾏﾝｼｮﾝの選
定  

管理不全ﾏﾝｼｮﾝの 
抽出、実態把握  

市町村と連携した
管理組合へのアプ
ローチ 

個々の課題に応じ
た専門家派遣 

組合運営の改善に
向けた取組 

適正化の 
成功事例の創出 

 
 
 

事例共有による 
市町村への普及 

【(仮称)老朽危険空き家部会】 

危険空き家・まちづくり方策の検討 

【(仮称)空き家活用部会】 

流通促進策の検討 

埼玉県空き家対策連絡会議 

新 


